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• 5 
農産物の需給問題と

農業生産の再編成
--54年度の農業白書の概要一

農林水産省大臣官房調査課

鈴木 誠

昭和54年度の農業の動向に関する年次報告(いわゆる

農業白書〉が，去る 4月11日の閣議をへて公表され， 17 

日に国会に提出された。農業白書は，農業の動向を分析

し，農政の課題を明らかにするとともに，国の農業施策

の実績と次年度の農業施策の内容を示すものである。そ

のなかで，農業の動向の分析・検討の対象は，農業経済

の概観，農産物の需給と価格，農業経営，農家および農

村等の広範囲に及んでいる。

そこで，以下，最近の農業経済の特徴を明らかにしつ

つ，そのなかで農業生産の動向，農産物の需給問題と農

業生産の再編成について，白書の所説を紹介したい。

1. 最近の農業経済の特徴

53年度の圏内経済は，石油危機後5年目にして初めて

内需主導型となり〉年度後半には，民需による自律的回

復が始まるなど，力強いものとなった。実質国民総生産

の伸び率は5.7%と，ほぼ前年度並みであったが，個人

消費支出，民間設備投資等の，民聞からの内生的需要の

拡大によって，成長がリードされるようになり，企業の

改善が進む一方3 円高と内需の拡大等により輸入が促進

され，国際収支はほぼ均衡するようになった。卸売物

価，消費者物価とも落ち着いた推移を示し，緩やかであ

るが雇用情勢も改善に向った。この傾向は， 54年度に入

っても続色鉱工業生産は年率にして10%近い成長を続

け3 民開設備投資，個人消費支出も堅調に増加している

(表 1)。

しかし，こうした過程のなかで， 53年度後半には3 円

高から円安への転換，卸売物価の持続的上昇という事態

が現れ，さらに54年度に入るとともに石油情勢が悪化し

た。

以上のように，我が国経済はインフレと，その後の長

期の不況を一応乗り切り，いくつかの間題を抱えつつも

新たな発展に向った。こうした動きは，農業経済の上に

も現れており，その特徴を概観すると次の通りである。

第1に52，53年度と停滞した食料消費は，個人消費支

出が堅調に推移するなかで，やや上向きに転じており，

「家計調査」による非農家世帯の 1人当たり実質食料費

支出は， 54年 4~12月で，前年同期比1. 2% の増加と伸

びを高めている。もっとも消費支出全体の伸びが堅調で

あるなかで，食料費支出のそれは緩やかであった。ま

た， r国民経済計算」による実質飲食費支出は， 40~48 

年度聞の年率7.8%の伸びから， 48~50 年度間で同 2.4

%， 50~53度間で1. 9% と伸びが鈍っている。食料消費

は3 今後も外食等のサービスを含んだ消費が伸び，品目

別では，肉類等の畜産物の伸びが見込まれている。しか

し，長期すう勢的にみた食料消費の伸びは鈍っており，

今後も低く落ち着いたものとなると考えられる。

第2に3 農業生産の 3要素である農業労働力，土地，

農業生産資材の価格はそれぞれ異なった動きを示した。

まず， 農業就業人口は， 49年度以降減少率が著しく鈍

化し， 53年度は0.2%増となったが， 54年度に入って再

び減少に転じている。農業労働力が老令化しているな

かで3 今後の流出は緩やかになるものとみられる。また

耕地面積の減少テンポは， 50年代に入って落ち着いたも

のとなり， 54年も前年と同じ2万1千haの減少にとど

まった。
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(2) 第三種郵便物認可 農 業 と 科 ""ら寸ー 昭和55年 5月1日

表 1 日本経済及び農業の主要指標 (対前年度(同期〕増減(A.)率)

40~50 54年

年度 51 52 53 4~ 

(年率り 12月

実質国民総生産(%) 8.6 5.9 5.8 5.7 6.1 

有効求人倍率(倍) 1.09 0.64 0.54 0.59 0.74 

農業就業人 口(%) .A 5.0 .A 2.7 企 0.3 0.2 企 4.7

実質民間最終消費支出(%) 7.8 4.4 3.9 6.2 5.5 

実質食料費支出(%) 2.4 1.5 0.3 0.3 1.2 

資材価格指数(%) 8.2 4.6 2.4 企 2.5 3.6 

農業生産指数(%) 2.2 A. 2.7 7.7 1.1 

生産者価格指数(%) 10.4 9.5 .A 0.7 4.3 4.0 

注:有効求人倍率は，当該期の実数値で平均倍率である。

一方，農業生産資材価格は， 51年度以降安定的に推移 で，主要な農産物の需給は，過剰ないし緩和基調が続い

し， 53年度には総合で前年度水準を 2.5%下回った。し ている。すなわち，米，みかん等は過剰基調が続き，農

かし，農業生産資材価格をめぐる情勢は，原油および石 産物の生産者価格も総じて低迷している。

油製品価格の上昇，円高から円安への基調変化，国内卸 この動きを，農産物生産者価格指数によると， 50， 51 

売物価の続騰等， 54年度に入って大きく変化している。 年度と上昇率が鈍り， 52年度には，総合指数で前年度比

特に農業生産資材のなかでウェイトの高い飼料および肥 0.7%低下した。その後， 53年度は4.3%，54 年4~12月

料の価格が， 54年度に入ってそれぞれ2回改訂されたほ では， 4%上昇と反騰しているものの，これは野菜等が

か，光熱動力も大幅な上昇が続き，農業の交易条件に影 気象災害等で、減産したことによるところが大きく，需給

響を及ぼす恐れが高まっている。 の緩和基調に変りはない。既にみたように3 コスト面か

第 3に，農業生産についてみると， 50年度以降，生産 らの価格上昇の要因はあるが，需給面からは，上昇を期

活動は活発化し，畜産等を中心に，総生産は増加傾向を 待することが難しい局面にあり，農業経営が厳しくなっ

続けた。しかし，米の過剰基調が一段と強まり， 53年度 てしる。

から新たに水田利用再編対策が実施されることとなっ 第 5に農家経済は，農外所得-が比較的高い伸びを示し

た。この水田利用再編対策は53年， 54年度と目標を上回 ていることから 9 農家総所得は，勤労者世帯並みない

って実施された。しかし，米の作柄が良好であったこと し，これを上回る伸びを続けてきた。しかし，農業所得

と，米の消費量の減少から，米の過剰基調は更に強まつ は農産物生産者価格が低迷していること等から， 51年度

ている。 以降極めて低い仲びにとどまっており，専業的農家等に

一方，消費が堅調であった畜産は，飼料価格が安定的 とって厳しい局面にある。特に54年度に入って，農業所

に推移するとしづ条件の下で， 52. 53年度に大幅な生産 得は前年度を下回って推移し一段と厳しい局面にある。

増となり， 54年度に入っても生乳3 豚肉等は高い伸びを 2. 農業総生産の動向

続けている。しかし， 54年度に入ってからの飼料価格の 我が国の農業生産は， 30年代後半以降，選択的拡大の

値上り，畜産物価格の弱含み等，畜産をめぐる生産環境 方向をたどりつつ増大した。 35~45年度間の農業生産指

は変ってきており，生産の仲びも鈍ってきている。 数は年率2.3%で増加し，作目別には畜産，果実，野菜

第4に，以上のような農産物の需給と生産の動向の下 の伸びが大きく，これらが総生産の仲ひ、を主導した。
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第三種郵便物認可 (3) ""与づ一

この間の生産の動向を，仮に米や普通畑作物の土地利 50年度以降，農業生産は再び増勢に向った。これは，

用型作目と 3 中小家畜等の施設型作目とに大別してみる 食料消費が50，51年度と回復するなかで，農業就業人口

と，土地利用型作目の生産の伸びは，果実，乳用牛のよ の減少率が鈍化し，飼料等の生産資材価格が安定化に向

うに3 生産の大きく伸びたものもあるが，普通畑作物が かったこと等から，農業生産活動が活発化したためで、あ

大幅な減少を続けたため3 全体では年率0.5%という低 る。

い仲ぴにとどまった。 米は49年の休耕:奨励措置の打ち切り後， 51年度まで，

これに対して，施設型作目は年率11.6%の大幅な仲 休耕田の復帰等から作付けが増加し，生産も高い伸びを

表 2 土地利用型作目と施設型作目別にみた農業生産の動向 (単位:%) 

生産指数の増減(ム)年率 (参考業) 
53年農

35~45年度 45~50 50-52 
産出額構

53 成比

ニ*ft也L、 メに入1 2.3 1 .1 2.4 1.1 100.0 

土地利用型作 目 0.5 0.6 1.3 ム 0.7 74.6 

(米を除く土地利用型作目) 1.3 0.6 2.8 2.4 37.9 

うち 米 ム 0.1 0.7 0.0 ム 3.6 36.7 
立E立I 通 土田 イ乍 物 ム 7.4 ム 6.8 2.1 11. 6 3.5 

園 三ー+E434t 作 物 4.2 2.0 2.7 ム 2.1 15.0 

大 家 畜 6.1 2.6 5.0 5.9 11.1 

施 号H又凡， 型 作 日 11.6 2.5 5.5 6.1 24.8 

うち 医l 二子E争5ー2・ イ乍 物 4.2 3.5 1.4 4.0 10.0 
9::1 *・ 畜 13.8 1.9 7.5 7.1 14.7 

注:1) 土地利用型作目，施設型作目の数値は農林水産大臣官房調査課で試算した。

2) 施設型作目は，施設裂の園芸作物と中小家蓄の合計とし，土地利用型作目は，施設型以外の作目の合計とした。この場合，園芸作物の土地

利用型は果実，根菜類及び葉茎菜類とし，施設型は果菜類及び花きとした。また，普通畑作物は，麦，雑穀・豆類及びいも類とした。

びを示し，とりわけ， 中小家畜は年率'13.8%の伸びと

なった(表〉。

この間3 農業就業人口は年率3.8%の減少が続いた

が，機械化の進展等労働節約的な技術の開発・普及，品種

改良や栽培または飼養管理技術の向上等により，総生産

は着実に増大した。労働生産性は年率6.3%の伸びを示

し，土地生産性L 施設型作物の伸びもあって年率 4.9

%の仲びとなった。

反商，土地利用型作目，とりわけ普通畑作物の大'1屈な

減少等から， 作付延べ面積は， 35年当時の 813万haか

ら 631万ha~と減少し，耕地利用率は35年の 133.9% か

ら， 45年には108.9%へと大きく低下した。

40年代後半に入ると、米の過剰生産に直面し，畜産

物，果実等それまで、の農業生産の伸びを支えていた作目

の需要の伸びも，次第に鈍化した。また， 48年度には，

石油危機に端を発する不況と物価高のなかで，施設型作

目は大きな打撃を受けた。このため， 45"-'50年度聞の農

業生産指数は，年率1.1%の増加にとどまった。このた

め， 45"-'50年度聞の農業生産指数は，年率1.1%の増加

にとどまっTこ。

示した。畜産も飼料価格の安定化等に伴い， 51年度以降

増勢に向った。

しかし，米は再び過剰になり， 53年度から新たに水田

利用再編対策が推進され， 55年度には転作等目標面積を

拡大して，転作等を進めることが必要になっている。ま

た， j!~作等により麦，大豆，飼料作物等の生産は大幅に

増加したものの，畜産物，園芸作物等の需給は総じて緩

和基調が続き，最近の生産の伸びを主導してきた畜産物

生産の伸びも次第に鈍化している。

3. 農産物の需給問題と農業生産の再編成

以上のような動向のなかで，米需給の均衝を回復し，

需要の動向に対応した農業生産の再編成を進めること

が，引き続き重要な課題である。米の過剰を解消するた

め3 農業および地方公共団体等の関係者による，米から

他作物への転作の努力が続けられている。転作作物とし

ては，麦，大豆，飼料作物が主力であり，前述したよう

に， 53， 54年度の水田利用再編対策は，これら作物を中

心に目標面積を上回って実施され，麦，大豆，飼料作物

の生産は， 53， 54年度と増加した(表3)。

しかしながら，最近の需給動向のなかでも，自給率が
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表 3 転作等実施面積の推移

と 科 昭和55年 5月 1日~ 
7-

とである。

特に，麦，大豆および飼料作物に

ついては，地域的な対応を通じて，

中核農家および中核農家を中心とす

る，農業生産組織等への土地利用の

集積，農作業の受委託，栽培作物の

統一等を進めることによって，作付

規模の拡大を図り，生産性の向上を

図ることが重要である。

二つは，土地条件の整備を図るこ

とである。田への畑作物の導入・定

着のためには，排水条件を整備し，

水田のはん用化を図ることが重要で

あり，排水改良を中心として，ほ場

条件の整備等を積極的に推進する必

要がある。

三つは，生産技術体系の確立，流通対策等の総合的整

備を図ることである。転作の内容をみると，従来栽培経

験の少ない作物の導入に当たって，例えば，大豆におい

て， 1部地域で虫害の発生がみられたことなど，栽培技

術上の問題や，無畜農家の飼料作物の利用について，畜

産農家との連携が十分でなかったというような問題もみ

られた。したがって，今後の転作作物の水田への定着に

当たっては，田畑転換における安定多収技術を含め，転

作作物の10アール当たり収量の技術の確立と，その普及

を，早急に図る必要がある。また，これとともに，転作

作物の円滑な販売等のため販売・流通対策等を総合的に

進めていく必要がある。

転作を進めて，農業生産の再編成を実現するための当

面の課題は，以上のとおりであるが，我が国農業におけ

る農産物供給の二重構造は，高い地価水準や，規模の小

さい農家によって，生産の相当部分が担われているとい

う事情に起因する面があり，需要の動向に弾力的に対応

していくためには，地域農業の組織化や，農地の流動化

を通じる，農業構造の改善が重要性を増している。

以上のように， 54年度の白書のなかから3 最近の農業

経済の特徴，農業生産の動向，農産物の需給問題と農業

生産の再編成について，その概要を紹介したが，この他

に白書は，農業構造の改善をめぐる問題として第2種兼

業農家，農業・農業関連産業，食料消費と農産物の流通

・加工，農村社会の問題等，多岐にわたって問題をとり

あげている。

面 積(千ha) 構成比(%)

52年度 53 54(見込み) 54(見込み)

転 作 計 192.3 386.2 416.4 88.2 

うち 麦 3.2 40.6 53.5 11. 3 

大 旦 12.4 69.3 71.3 15.1 

飼料作物 54.8 116.8 123.4 26.1 

野 菜 64.3 79.9 86.5 18.3 

農協等への水田預託
19.4 51.3 55.7 11.8 

及ぴ土地改良通年施行

メ口入 百十 211.7 437.5 472.0 100.0 

目標達成率(%) 99 112 121 

注:52年度には農協等への水田預託はない。

高く，供給が過剰ないし需給が緩和している米， みか

ん，豚肉，野菜等がある反面，麦，大豆，飼料穀物につ

いては，その大部分を輸入に依存するという状況に，大

きな変化はない。いわば農産物供給の二重構造は依然続

いている。

米の生産を抑制し，不足する作物への転作を進める対

策が，本格的に実施されて以降既に10年近くになるが，

その間， 1人当たりの米消費量が，予想を上回るテンポ

で、減少したこと，および水稲の10アール当たり収量の大

幅な上昇により，転作等の実施によって水稲の作付面積

が減少しても，なお米の生産力は高い水準で

ことカかミら，米の需給は，依然、として均衝を回復するに至

らなかったのである。

53年度からの水田利用再編対策では，集落ごとに水田

利用再編計画を策定し，転作田をできる限り団地化し，

地域ぐるみで転作を推進する「地域ぐるみの計画的転

作」についても，土地利用の調整等様々な努力によっ

て，その推進が図られている。しかし，一部には栽培技

術3 販売体制の上で問題も残り，計画転作についても，

転作作物の統ーなど，なお改善の余地が大きい。また，

55年度の水田利用再編対策においては，米需給の不均衝

が依然として続いているため3 止むを得ざる緊急の特別

措置として3 当初55年度まで予定した需給計画の見直し

が行われ，転作等目標面積を 53万5千haに改定する等

の措置が講じられることとなった。

こうした現状を踏まえ，転作を更に拡大し，その定着

を進めるため，今後は次のような方向で，転作等の一層

の推進を図る必要がある。

その一つは，地域農業の組織化，転作田の団地化を通

じて，地域農業内部に，転作作物を定着化させていくこ


